
第１部 「歩く」ライフスタイル形成に関する検討 

１．京都市内における移動実態の分析 

（１）「歩く」ライフスタイルの衰退 

京阪神都市圏パーソントリップ調査（以下、京阪神ＰＴ調査という）の第１回調

査報告書である『京阪神都市圏の交通現況・京都府版』によると、1970 年（昭和 45

年）の京都市における発生交通量の 45.3 パーセントは徒歩（代表交通手段）で行わ

れていた。つまり、この時代には、「歩く」ライフスタイルが確実に根付いていたこ

とがわかる。ところが、その後 10 年毎に行われた同調査の第４回目である 2000 年

（平成 12 年）になると徒歩の割合（以下、徒歩率という）は 24.4 パーセントにまで

低下してしまう。つまり、30 年間で徒歩交通の半分が歩くことをやめた勘定になり、

「歩く」ライフスタイルは大きく衰退した。 
では、歩くことをやめた交通はどんな交通手段に転換したのか。これを知るた

め、京都市における発生交通量の代表交通手段別分担率を 1980 年(昭和 55 年)、1990

年(平成 2 年)、2000 年(平成 12 年)の３調査で比較したのが下図である。（前出の第

１回目調査結果はデータベース化されていない） 

これによると、徒歩だけでなくバスの分担率も低下の一途をたどっているが、こ

れは地下鉄整備に伴い関連する路線が廃止されたためと考えられる。とは言うもの

の、バスと鉄道を合わせた公共交通全体の分担率は低下しつづけており、昨今いわれ

る公共交通離れは、すでに 30 年以上も前から進んでいたことがわかる。 
徒歩や公共交通から離れた交通は、自転車、バイク、自動車に転換しているが、

このうち最も増えたのが自動車で 1980 年から 2000 年の間に分担率は 7.8 ポイント上

昇し、次いで自転車が 4.6 ポイント、バイクが 0.9 ポイント上昇している。 

やはり、「歩く」ライフスタイルの衰退が自動車交通の増加に繋がったことは明ら

かであるが、一方で、自転車という別の健康的交通手段の普及にも繋がっている。 
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図－1.1.1 京都市における代表交通手段分担率の変化（京阪神ＰＴ調査） 
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では、どのような交通で｢歩く｣ライフスタイルが衰退しているのか。下図は、交通

目的別の代表交通手段分担率を 1980 年と 2000 年で比較したものである。 
徒歩率の下げ幅でみると、最大は「登校」の 16.6 ポイントで、次が「自由（買

物、娯楽、通院など）」の 16.1 ポイントである。 

また、｢業務｣は 4.2 ポイント、「出勤」は 2.7 ポイントとなっている。 

「歩く」ライフスタイルの衰退は全ての交通で進行しているが、特に、「登校」と

「自由」で顕著となっている。 

なお、「帰宅」は、出勤、登校、自由、業務それぞれからの復路であるため、各交

通目的の特性が複合化されている。 
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図－1.1.2 京都市における目的別代表交通手段分担率の変化（京阪神ＰＴ調査） 
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（２）「歩く」ライフスタイルからの転換先 

では、｢歩く｣ライフスタイルからどんな交通手段に転換しているのか、前図のデ

ータを基に交通手段分担率の変化を見ると下表のようになる。 

目的合計では、公共交通の伸び率をほぼ横ばいと考えると、徒歩から自転車とバ

イク、自動車に転換し、特に自転車と自動車への転換が著しいといえるが、交通目的

別に見るとそれぞれの方向は異なる。 

・「出勤」は徒歩と公共交通から自転車とバイクと自動車へ転換し、特に自転車への

転換が著しい。 

・「登校」は徒歩から他の全ての交通手段へ転換し、特に自転車とバイクへの転換が

著しい。 

・「自由」は、公共交通の伸び率をほぼ横ばいと考えると、徒歩から自転車とバイク

と自動車へ転換し、特に自動車への転換が著しい。 

・「業務」は徒歩とバイク、公共交通から自動車へ転換しているが、他の交通目的ほ

ど顕著でない。 

表－1.1.1 交通手段分担率の変化率（2000 年/1980 年） 

交通目的 徒 歩 自転車 バイク 自動車 公共交通 

出  勤 ０.７５倍 １.７１倍 １.１８倍 １.０６倍 ０.８１倍 

登  校 ０.７３倍 １.９８倍 １.６９倍 １.１７倍 １.２１倍 

帰  宅 ０.６４倍 １.２５倍 １.２４倍 １.４８倍 ０.９６倍 

自  由 ０.６６倍 １.３０倍 １.２８倍 １.７１倍 ０.９４倍 

業  務 ０.８０倍 １.０６倍 ０.７６倍 １.１５倍 ０.８８倍 

合  計 ０.６６倍 １.３３倍 １.１５倍 １.３５倍 ０.９６倍 

 上昇 低下 
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（３）｢歩く｣ライフスタイル衰退後の交通量 

次に、こうした交通手段の転換が、各交通手段の分担交通量にどのような変化をも

たらしたかを見ると以下のようになる。 

１）自転車 

次表は、自転車の分担交通量（人ベース）の変化（1980 年～2000 年）を交通目的

別に整理したものである。 

「出勤」、「登校」、「自由」は増加し、「業務」のみ減少している。特に「出勤」の増

加は著しい。 

なお、「帰宅」は大半が「出勤」、「登校」、「自由」の復路なので増加となる。 

この結果、自転車の分担交通量（１台当り乗車人数は１人なので台トリップも同

じ）は 20 年間で１.３倍に増加している。 

表－1.1.2 自転車分担交通量の変化      単位：千人トリップ 
交通目的 １９８０年 ２０００年 増加量 伸び率 

出  勤 ３９.９ ７７.８ ３７.９ １.９５倍 

登  校 ３１.９ ４６.５ １４.６ １.４６倍 

帰  宅 ３３６.６ ４１７.１ ８０.５ １.２４倍 

自  由 １７６.５ ２４６.５ ７０.０ １.４０倍 

業  務 ５２.１ ４２.５ －９.６ ０.８２倍 

合  計 ６３７.０ ８３０.４ １９３.４ １.３０倍 

 
減少 増加

２）バイク 

同様に、バイクは下表のようになる。 

自転車と同じく「出勤」、「登校」、「自由」が増加しているが、交通目的ごとに大き

な差は見られない。 

これに対して、「業務」は著しく減少している。 

この結果、バイクの分担交通量（やはり、１台当りの乗車人員は１人なので台トリ

ップも同じ）は 20 年間で１.４２倍となっている。 

表－1.1.3 バイク分担交通量の変化      単位：千人トリップ 

交通目的 １９８０年 ２０００年 増加量 伸び率 

出  勤 ４４.０ ５８.７ １４.７ １.３３倍 

登  校 １０.５ １３.２ ２.７ １.２６倍 

帰  宅 １２１.６ １４９.４ ２７.８ １.２３倍 

自  由 ３８.９ ５３.３ １４.４ １.３７倍 

業  務 ５９.０ ３４.７ －２４.３ ０.５９倍 

合  計 ２７４.０ ３８９.３ ３５.３ １.４２倍 
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減少 増加

３）自動車 

自動車についても同様の整理をすると下表のようになる。 

「出勤」と「自由」は増加しており、特に「自由」の増加は著しい。 

一方、「登校」と「業務」は、表－1.1 のように分担率が伸びたにもかかわらず交

通量が減少しているのは、それぞれの総交通量が減少しているためである。 

この結果、自動車の分担交通量は 20 年間で１.３２倍に増加したことになる。 

なお、この数値から台ベースの交通量を求めるには１台当り平均乗車人数で割る必

要があるが、一般に平均乗車人数の経年変化は少ないとされるため、この伸び率は台

ベース交通量の伸びにほぼ相当すると考えられる。 

 

表－1.1.4 自動車分担交通量の変化      単位：千人トリップ 
交通目的 １９８０年 ２０００年 増加量 伸び率 

出  勤 １２６.３ １５１.９ ２５.６ １.２０倍 

登  校 ７.９ ６.８ －１.１ ０.８６倍 

帰  宅 ４３７.７ ６４６.７ ２０９.０ １.４８倍 

自  由 １４８.０ ２７２.８ １２４.８ １.８４倍 

業  務 ３００.４ ２６８.０ －３２.４ ０.８９倍 

合  計 １０２０.３ １３４６.２ ３２５.９ １.３２倍 

 
減少 増加

 

４）公共交通 

同様に、公共交通については下表のようになる。 

「出勤」、「登校」、「業務」は減少しており、特に「業務」の減少は著しい。 

「自由」は増加というより、むしろ変化なしの状況である。 

この結果、公共交通の分担交通量は 20 年間で０.９４倍と、横ばいまたはやや減少

といった状況である。 

表－1.1.5 公共交通分担交通量の変化      単位：千人トリップ 

交通目的 １９８０年 ２０００年 増加量 伸び率 

出  勤 １６８.３ １５３.６ －１４.７ ０.９１倍 

登  校 ７３.９ ６５.７ －８.２ ０.８９倍 

帰  宅 ４９９.７ ４７９.７ －２０.０ ０.９６倍 

自  由 １５９.９ １６１.６ １.７ １.０１倍 

業  務 ６６.７ ４５.６ －２１.１ ０.６８倍 

合  計 ９６８.５ ９０６.２ －６２.３ ０.９４倍 

 
減少
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（４）「歩く」ライフスタイル衰退の背景 

１）基本的要因 

このように｢歩く｣ライフスタイルが衰退した背景には、基本的に、次のような３つ

の要因が考えられる。 

要因１ バイク、自動車等個人的交通手段の普及 
 バイクや自動車の持つスピード性やドアツードア性、あるいは時間的自由性とい

った交通手段としての利便性はもとより、交通手段以外のスポーツ性や娯楽性とい

った機能があいまって現在のような普及を実現させ、その結果として徒歩交通から

の手段転換を促進した。 
要因２ 交通の長距離化 
 こうした個人的交通手段の普及と都市化を中心とする社会構造の変革がセットに

なって、職住分離、郊外居住、商店街の衰退といった現象が進んだことから、交通

距離が徒歩圏を大幅に越えることとなり、その結果、徒歩以外の交通手段に頼らざ

るを得なくなった。 
要因３ 経済成長に伴うゆとりの喪失 
 経済成長に伴い人々の価値観が効率性至上主義ともいえる方向へ転換したことか

ら、生活全体にゆとりがなくなり、究極のゆとり交通手段である徒歩を敬遠するよ

うになった。 

２）自動車普及の経済的背景 

ここで、｢歩く｣ライフスタイル衰退の直接的要因である自動車の普及について、従

来から言われている「自動車は、購入費や維持費まで含めると経済的ではない」とい

うことに対して検討を行う。これは、第２部でパークアンドライドの費用的検討を行

う際に、自動車の費用に購入・維持費を含めるかどうかに関わる問題である。 
そこで、２つのケースを想定し試算を行う。 

ａ．郊外に住む独身者の場合 

基本ケースとして、郊外の賃貸住宅に住む独身者が 110 万円の 1000cc コンパクト

カーを購入すると想定。   （11 年間乗り切るものとする。金利は考慮しない） 
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自動車の購入・維持費 

車両費                            110.0 万円 

購入費用（税、保険、手数料等）                16.5 万円 

車検費用（税、保険含む） 8.5 万円/回×2回＋11 万円/回×2回＝ 39.0 万円 

自動車税（１年目は購入費用に含む）   2.95 万円/年×10 年 ＝ 29.5 万円 

任意保険料（ネット通販）         3.5 万円/年×11 年＝ 39.5 万円 

消耗品交換費               1.5 万円/年×11 年＝ 16.5 万円 

月極め駐車場代           0.5 万円/月×12 月×11 年＝ 66.0 万円 

合     計                      317.0 万円 

自動車の走行距離              6,000km/年×11 年間＝66,000km 

（保険会社の目安によると、通勤には使わずに日常の買物や週末のレジャーに

使うケースでは年間 5,000～7,000km とされるので平均 6,000km/年とする） 

走行 1km 当りの維持費        3,170,000 万円÷66,000km＝48.0 円/km 

走行 1km 当りの燃料費          120 円/l÷１／12km/l＝10.0 円/km 

（ガソリン代 120 円/l、燃費 12km/l とする） 

一方、第４回ＰＴ調査結果では京都市内における自由目的自動車利用トリップ

の平均所要時間は 18.1 分とある。これを、道路交通センサスの京都市内平日平

均旅行速度 20km/h から距離に換算すると 6km となる。従って、１トリップ当り

の自動車の総費用は次のようになる。 

１トリップ当りの自動車の総費用 （48.0 円/km＋10.0 円/km）×6km＝348.0 円 

 

これに対して、公共交通を利用した場合、都心のように市バス１本で行ける所なら

220 円だが、地下鉄沿線はバスを乗り継ぐようなネットワークになっているため 370

円以上かかる場合も少なくない。 

つまり、自動車保有は、維持費を考えても必ずしも不経済とは言い切れないことが

わかる。なお、府下や滋賀県などではバスの運賃は距離制となり 6km では 360～400

円となって経済的に拮抗するが、こうした地域では駅以外へ行くにはバスを乗り継ぐ

必要があることから、やはり自動車保有が不経済とは言い切れない。 

ｂ．郊外に住む夫婦の場合 

 次に、郊外の戸建に住む夫婦が 1800cc、220 万円のファミリーカーを購入すると想

定。 （同じく 11 年間乗り切り、金利は考慮しない。ただし、車庫が自宅にある） 
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自動車の購入・維持費 

車両費                           220.0 万円 

購入費用（税、保険、手数料等）                23.0 万円 

車検費用（税、保険含む） 10 万円/回×2回＋13 万円/回×2回＝ 46.0 万円 

自動車税（１年目は購入費用に含む）  3.95 万円/年×10 年 ＝ 39.5 万円 

任意保険料（ネット通販）        3.5 万円/年×11 年＝ 39.5 万円 

消耗品交換費              2.0 万円/年×11 年＝ 22.0 万円 

合     計                   390.0 万円 

走行距離（11 年間）                      66,000km 

 

走行 1km 当りの維持費        3,900,000 万円÷66,000km＝59.1 円/km 

走行 1km 当りの燃料費（燃費は 10km/l）  120 円/l÷１／10km/l＝12.0 円/km 

１トリップ当りの自動車の費用  （59.1 円/km＋12.0 円/km）×6km＝426.6 円 

 

これに対して、公共交通の方は、２人分必要なので市バスの均一運賃でも 440 円と

なって、京都市内でも自動車の方が有利となる。 

 

以上の検討により、従来から「自動車保有は経済的に損か得か？」と議論されてき

た問題については、少なくとも郊外居住者の場合は、日常的買物と週末のレジャーに

しか使用しないとしても自動車保有は経済的に損とはいえず、特に、戸建に住むファ

ミリーでは明らかに自動車保有の方が経済的に得であることが明らかとなった。 

この計算方式によれば、公共交通ネットワークが完備し、また各種公共施設や魅力

的な商業施設が徒歩圏内や自転車圏内に立地している街中（京都市の場合、旧市街地

のイメージ）に居住する場合は、220 円均一の市バスあるいは徒歩や自転車だけで用

が足せることから自動車の年間走行距離が少なくなり、その結果、自動車保有が経済

的に得にならないことが容易に想像できる。しかし、それでも街中で自動車を保有し

ている人が少なくないということは、やはり利便性をはじめとする、経済的合理性以

外の理由から自動車を保有する人が多いという証でもある。 

逆に、郊外居住者は、公共交通ネットワークもない、各種の公共施設や魅力的な商

業施設もないという環境の中で、街中の居住者と同じレベルで生活を営むためには、

自動車という交通手段を自らの負担で確保しなければならないともいえる。つまり、

交通の長距離化に対する一種の生活防衛策であり、その意味では、先の試算結果のよ

うに、郊外居住者の自動車保有が経済的にリーズナブルであることは、社会的公平性

の観点から見れば当然の結果といえる。 
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（もっとも、これが実現したのは、自動車（特に日本製）の耐久性が飛躍的に向上

し、しかも価格の上昇が最小限にとどめられた、ごく最近のことではあるが。） 

このように、郊外居住者は、もともと郊外における生活の前提として自動車を保有

しており、また、街中居住者は経済的合理性以外の理由から保有していると考えられ

ることから、自動車を利用するかどうかを費用的に検討する場合、その費用に購入・

維持費を含める必要はないと考える。 
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（５）「歩く」ライフスタイル形成の課題 

１）基本的課題 

「歩く」ライフスタイル衰退の基本的要因の一つである交通の長距離化を是正する

には、職住近接や都心居住、あるいは商店街の再活性化といった社会構造的観点から

の検討が必要である。 

一方、「歩く」ライフスタイル衰退の根本的要因の一つであるとともに直接的要因

でもある自動車の普及については、先に見たように経済的合理性以外の価値観が強く

影響していることから、心理的・道徳的・教育的観点からの検討も必要である。 

とはいえ、先のように自動車が経済的にもリーズナブルな交通手段となった背景に

は、従来は歩行者の領域であった道路空間の多くの部分を占用するという外部経済の

効用も含まれていることから、その是正も含めて、やはり経済的観点からの検討が不

可欠である。 

なお、経済成長に伴うゆとりの喪失については、価値観の問題であることから、自

動車の普及に対すると同様、心理的・道徳的・教育的観点からの検討が必要である。 

２）交通対策としての課題 

交通の長距離化で交通手段転換を余儀なくされたとしても、公共交通にさえ転換さ

れれば、バスの場合は両端末（出発地～バス停、バス停～目的地）とも徒歩が一般的

であり、また、鉄道端末の徒歩率（両端末合計）も下図のように 50％を超えている

（すなわち、少なくとも片方は徒歩である）ことから、徒歩交通は増えこそすれ減る

ことはない。 
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図－1.1.3 京都市における鉄道端末交通手段分担率の変化（京阪神ＰＴ調査） 
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しかし、それでも下図のように、昭和 55 年から平成 12 年までの 20 年間で、代表

交通手段にバス及び鉄道の端末を加えたトータルの徒歩交通量は、655,000 トリップ

も減少（約 36％減）しているが、これは、代表交通手段としての徒歩とバス端末の

徒歩が、それぞれ大幅に減少したせいである。これらの減少幅が小さくなった、平成

2年らの 10 年間は、鉄道端末の徒歩が、それを埋める形となっている。 
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ただし、バス端末は両端とも徒歩として計算 

図－1.1.4 京都市における徒歩のトータル交通量の変化（京阪神ＰＴ調査） 

 

従って、｢歩く｣ライフスタイルを再形成するには、公共交通の利用促進をはかるこ

とが最大の課題となる。もちろん、バイクや自動車から公共交通または徒歩へ手段転

換をはかることが理想の課題であることは言うまでもない。 

なお、自転車は、｢歩く｣ライフスタイルではないが、本業務のテーマである「健康

まちづくり」には合致しており、その意味では｢健康｣ライフスタイルの推進に向け

て、バイク、自動車から自転車への転換を積極的に進めることも課題となる。 
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